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（総則）

第１条 令和５年度東温市下水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

（業務の予定量）

第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。

(1) 水洗化戸数 戸

(2) 年間総汚水量 ㎥

(3) １日平均汚水量 ㎥

(4) 主要な建設改良事業 汚水管渠工事 千円

ストックマネジメント事業 千円

（収益的収入及び支出）

第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

第１款 千円

第１項 千円

第２項 千円

第３項 千円

第１款 千円

第１項 千円

第２項 千円

第３項 千円

第４項 千円

特 別 利 益

収 入

営 業 収 益

下 水 道 事 業 収 益

営業外収益

1,185,400

576,627

548,162

60,611

991,700

873,742

113,198

760

支 出

営業外費用

営 業 費 用

予 備 費 4,000

議案第 １３ 号

下 水 道 事 業 費 用

2,729,000

特 別 損 失

65,000

令和５年度東温市下水道事業会計予算

11,500

7,456

149,400
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（資本的収入及び支出）

第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支出額に対して不足する額302,800千円は

当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額13,299千円、当年度分損益勘定留保資金52,051千円、繰越利益剰余金処分額

161,395千円及び当年度利益剰余金処分額76,055千円で補てんするものとする。）。

第１款 千円

第１項 千円

第２項 他会計補助金 千円

第３項 千円

第４項 千円

第１款 千円

第１項 千円

第２項 千円

（債務負担行為）

第５条 債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次のとおりと定める。

限　　度　　額

令和６年度

千円

160,000

企業債償還金

資 本 的 支 出

建設改良費

支 出

318,741

530,159

546,100

209,100

218,092

103,000

848,900

15,908

補 助 金

資 本 的 収 入

収 入

令和５～６年度公共下水道浄
化センター改築工事委託業務

事　　　　　項 期　　　　　間

企 業 債

負 担 金
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１ 令和５年度　東温市下水道事業会計予算実施計画

２ 令和５年度　東温市下水道事業予定キャッシュ・フロー計算書

３ 給与費明細書

４ 債務負担行為に関する調書

５ 令和５年度　東温市下水道事業予定貸借対照表

６ 令和４年度　東温市下水道事業予定損益計算書

７ 令和４年度　東温市下水道事業予定貸借対照表

８ 令和５年度　東温市下水道事業会計予算明細書

９ 企業債に関する調書

予 算 に 関 す る 説 明 書



（単位：千円，税込み）

1

1

1

2

2

1

2

3

4

5

3

1

2

1

過年度損益修正益 2

その他特別利益

備　　　　　考

下水道事業収益 1,185,400

収益的収入及び支出

収 入

款 項 目 予　定　額

営 業 外 収 益 548,162

営 業 収 益 576,627

下 水 道 使 用 料 575,660

雑 収 益

2

他 会 計 負 担 金 172,655

長期前受金戻入 375,483

令和５年度 東温市下水道事業会計予算実施計画1

特 別 利 益 60,611

60,609

21

967

消 費 税 及 び 地 方 消
費 税 還 付 金

その他営業収益

受 取 利 息
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（単位：千円，税込み）

1

1

1

2

3

4

5

2

1

2

3

4

3

1

4

1

備　　　　　考

下水道事業費用 991,700

873,742

処 理 場 費 322,885

営 業 費 用

予 備 費 4,000

過年度損益修正損 760

支 出

款 項 目 予　定　額

61,604

1,110

資 産 減 耗 費 200

普 及 促 進 費

総 係 費

減 価 償 却 費 487,943

営 業 外 費 用 113,198

支 払 利 息 100,182

4,000予 備 費

1,824補 助 金

特 別 損 失 760

雑 支 出 2

11,190消費税及び地方消費税
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（単位：千円，税込み）

1

1

1

2

1

3

1

4

1

備　　　　　考

資本的収入及び支出

収 入

予　定　額

資 本 的 収 入

款 項 目

546,100

15,908

他 会 計 補 助 金 218,092

補 助 金 103,000

受 益 者 負 担 金

建 設 改 良 債 209,100

218,092他 会 計 補 助 金

負 担 金

企 業 債

15,908

国 庫 補 助 金 103,000

209,100
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（単位：千円，税込み）

1

1

1

2

2

1

支 出

款 項 目 予　定　額 備　　　　　考

資 本 的 支 出 848,900

処理場建設改良費 65,000

企 業 債 償 還 金 530,159

建設企業債償還金 530,159

管 路 建 設 費 253,741

建 設 改 良 費 318,741
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（単位：千円，税抜き）

１　業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益

減価償却費

資産減耗費

貸倒引当金の増減額(△は減少）

賞与引当金の増減額(△は減少）

法定福利費引当金の増減額(△は減少）

長期前受金戻入額

受取利息

支払利息

未収金の増減額(△は増加）

未払金の増減額(△は減少）

前払金の増減額(△は増加）

利息の受取額

利息の支払額

業務活動によるキャッシュ・フロー

２　投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出

国庫補助金等による収入

他会計補助金による収入

受益者負担金による収入

投資活動によるキャッシュ・フロー

２　令和５年度　東温市下水道事業予定キャッシュ・フロー計算書

(令和5年4月1日から令和6年3月31日まで)

159,360

1

46

△ 436,092

△ 1

100,182

△ 4,828

△ 10,300

214,020

93,636

△ 232,915

90,649

△ 100,182

15,908

小計 259,541

△ 59,091

180,781

487,943

200

471

230
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３　財務活動によるキャッシュ・フロー

建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出

財務活動によるキャッシュ・フロー

　　資金増加額(又は減少額）

　　資金期首残高

　　資金期末残高

△ 71,050

112,599

183,649

△ 321,059

△ 530,159

209,100
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1　一般職

(１)　総　括

職員手当 計

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

３　給与費明細書

区　分
職 員 数

給 与 費 法 定
福 利 費

合 計
備　　　考報 酬 給 料

（人）

10,495 64,513

前 年 度 9 33,866 24,595 58,461 11,481 69,942

本 年 度 8 30,770 23,248 54,018

△ 986 △ 5,429

職 員 手 当
の 内 訳

区　分
扶養手当 住居手当 通勤手当

特殊勤務
手　　当

時間外
勤　務
手　当

休日勤務
手　　当

比 較 △ 1 △ 3,096 △ 1,347 △ 4,443

比 較 375 △ 624 △ 147

夜間勤務
手　　当

宿日直
手　当

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

前 年 度 1,566 1,272 570 20 2,124

本 年 度 1,941 648 423 20 2,124

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

区　分

管理職
手　当

管理職員
特別勤務
手　　当

期末勤勉
手　　当

退職手当 児童手当 主任手当 合　計

（千円）

23,248

前 年 度 275 13,423 4,555 790 24,595

本 年 度 275 12,460 4,217 1,140

△ 1,347比 較 △ 963 △ 338 350
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(２)　給料及び職員手当の増減額の明細

増　減　額

（千円） （千円）

給　　料 △ 3,096 給 与 改 定 に 伴 う 増 減 分 115

昇 給 に 伴 う 増 加 分 434

そ の 他 の 増 減 分 △ 3,645 職員数の異動状況

8 人 0 人 8 人

9 人 0 人 9 人

△ 1 人 0 人 △ 1 人

新規採用の状況等

R2年度 1 人 0 人

R3年度 0 人 1 人

R4年度 0 人 0 人

職員手当 △ 1,347 制 度 改 正 に 伴 う 増 減 分 275

そ の 他 の 増 減 分 △ 1,622

人事異動等による増減分

採　用 退　職

区　分
増減事由別内訳

説　　明 備　　　　　考

人事異動等による増減分 現に在職
する人員

その他 計

本年度

前年度

増　減

- 57 -
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（３)　給料及び職員手当の状況

 　　ア　職員１人当たり給与

　　 イ　初任給（令和5年1月1日現在）

高 校 卒 159,710 159,710

大 学 卒 192,677 192,677

令和4年 1月 1日現在

平 均 給 料 月 額 （円） 290,110

平 均 給 与 月 額 （円） 332,307

平 均 年 齢 （歳） 38歳6月

区　　　　分 一 般 行 政 職 （ 円 ）

一 般 会 計 の 制 度

一 般 行 政 職 （ 円 ）

区　　　　　　　分 一 般 行 政 職

令和5年 1月 1日現在

平 均 給 料 月 額 （円） 294,356

平 均 給 与 月 額 （円） 331,614

平 均 年 齢 （歳） 40歳2月

－ 58 －



　　 ウ　級別職員数

　　 （級別の基準となる職務）

６　級 ７　級

一般行政職 主　　事 主任主事 主　査 係　長 課長補佐 課　長 部　　長

区　　分 １　級 ２　級 ３　級 ４　級 ５　級

9 100.0 計

３ 級 2 22.2

構成比（％）

１ 級 3 33.4

令和4年 1月 1日現在

級 職員数（人） 構成比（％） 級 職員数（人）

２ 級 1 11.1

６ 級

７ 級

４ 級 2 22.2

５ 級 1 11.1

計

計 8 100.0 計

25.0

６ 級

７ 級

４ 級 2 25.0

５ 級 1 12.5

１ 級 2 25.0

区　　　分 一 般 行 政 職

令和5年 1月 1日現在

級 職員数（人） 構成比（％） 級 職員数（人） 構成比（％）

３ 級 1 12.5

２ 級 2
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　　 エ　昇給

職 員 数 （Ａ） （人） 8 8

昇 給 に 係 る 職 員 数 （Ｂ） （人） 7 7

２号給 （人）

４号給 （人） 7 7

６号給 （人）

８号給 （人）

　号給 （人）

（％） 87.5 87.5

職 員 数 （Ａ） （人） 9 9

昇 給 に 係 る 職 員 数 （Ｂ） （人） 9 9

２号給 （人）

４号給 （人） 9 9

６号給 （人）

８号給 （人）

　号給 （人）

（％） 100.0 100.0

前
　
年
　
度

号 給 数 別 内 訳

比　率　（Ｂ）／（Ａ）

区　　　　　分 合　　計
代　　表　　的　　な　　職　　種

一般行政職

本
　
年
　
度

号 給 数 別 内 訳

比　率　（Ｂ）／（Ａ）

－ 60 －



　　 オ　期末手当・勤勉手当

　　 カ　定年退職及び応募認定退職に係る退職手当（令和5年1月1日現在）

　　 キ　地域手当

支 給 対 象 職 員 数（人）

支 給 率（％）

国の指定基準に基づく支給率（％）

支 給 対 象 地 域

一般会計の制度
（支給率等）

支給率等

24.586875 33.27075 47.709 47.709

有

そ の 他 の
加算措置等

備　　　考
（月分） （月分） （月分） （月分）

24.586875 33.27075 47.709 47.709

職 制 上 の 段 階 、
職 務 の 級 等 に
よ る 加 算 措 置

備　　考
６月（月分） １２月（月分）

前 年 度 2.150 2.150 4.30 有

本 年 度 2.200 2.200 4.40 有

区　　分
支給期別支給率 支給率計

（月分）

区　分
20年勤続の者 25年勤続の者 35年勤続の者 最高限度

一般会計の
制 度

2.200 2.200 4.40
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　　 ク　特殊勤務手当

　　 ケ　その他の手当

扶 養 手 当 同

住 居 手 当 同

通 勤 手 当 同

（令和5年 1月 1日現在）

代 表 的 な 特 殊 勤 務 手 当 の 名 称 下水道事務従事職員の特殊勤務手当

区　　　　　　分 一 般 会 計 の 制 度 と の 異 同 差 異 の 内 容

支 給 対 象 職 員 の 比 率（％）
100.00

0.06

100.00

給 料 総 額 に 対 す る 比 率（％） 0.06

区　　　　　分 全　職　種
代 表 的 な 職 種

下水道事務
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職員手当 計

比 較

前 年 度

本 年 度

区　分
合　計

（千円）

比 較

前 年 度

1 41

職 員 手 当
の 内 訳

区　分

比 較 0 40 40

本 年 度

13 887

前 年 度 1 834 834 12 846

本 年 度 1 874 874

備　　　考

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

２　パートタイム会計年度任用職員

区　分
職 員 数

給 与 費 法 定
福 利 費

合 計
報 酬 給 料

（人） （千円）

- 63 -
－ 63 －



- 64 -

666 666

全　額

令和6年度令和4年度

千円千円 千円 千円 千円 千円

４　債務負担行為に関する調書

事　　　項 限　度　額

前年度末までの支払 当該年度以降の支
左 の 財 源 内 訳

義務発生(見込)額 払義務発生予定額

期　　間 金　　額 期　　間 金　　額 国庫補助金 企 業 債 収益的収入

施設機械警備委託業務 ～ ～

令和2年度 令和5年度

1,716 998

改造工事１件につき
５００千円を限度と
する改造工事資金融
資額に、貸付日の属
する年度の４月１日
現在における長期プ
ライムレートの利率
を乗じて算出した額
（ただし、金融情勢
の変化その他相当の
理由がある場合は、
協議のうえ変更した
利率を乗じて算出し
た額）

平成16年度

～

令和4年度

排水設備等新設改造資
金に係る利子補給金

2,095
限度額
に同じ

令和5年度
以降

全　額

改造工事１件に
つき５００千円
を限度とする改
造工事資金融資
額の元金及び遅
延利子相当額

排水設備等新設改造資
金 に 係 る 損 失 補 填

平成16年度

260
令和5年度

以降
限度額
に同じ

～

令和4年度
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令和6年度 160,000 82,500 67,500 10,000

事　　　項 限　度　額

前年度末までの支払 当該年度以降の支
左 の 財 源 内 訳

義務発生 (見込 )額 払義務発生予定額

期　　間 金　　額 期　　間 金　　額 国庫補助金 企 業 債
損 益 勘 定
留 保 資 金

千円 千円 千円

令 和 ５ ～ ６ 年 度
公 共 下 水 道
浄 化 セ ン タ ー
改 築 工 事 委 託 業 務

千円 千円 千円

160,000
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１
(1)

イ

ロ

ハ

ニ

ホ

ヘ

(2)

イ

２
(1)

(2)

(3)

５　令和５年度　東温市下水道事業予定貸借対照表

（令和6年3月31日）
（単位：千円，税抜き）

資　　産　　の　　部

固 定 資 産

構 築 物 13,480,601
減価償却累計額 △ 1,320,907 12,159,693

機 械 及 び 装 置

有 形 固 定 資 産

土 地 2,156,832
建 物 628,198

減価償却累計額 △ 71,285 556,913

1,407,713

工具器具及び備品

減価償却累計額 △ 341 281
有形固定資産合計

減価償却累計額 △ 718,616 689,096
車 両 運 搬 具

減価償却累計額 △ 0 35
35

622

未 収 金 34,250
貸 倒 引 当 金 △ 8,008 26,242

15,562,850

固 定 資 産 合 計 15,565,823
流 動 資 産

現 金 預 金 112,599

無 形 固 定 資 産

無形固定資産合計 2,973
2,973その他無形固定資産

前 払 金 59,091
流 動 資 産 合 計 197,932
資 産 合 計 15,763,755
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３
(1)

イ 建設改良等の財源に充てるための企業債

４
(1)

イ 建設改良等の財源に充てるための企業債

(2)
(3)

イ
ロ

(4)

５
(1)

６
７

(1)
イ
ロ

(2)
イ 当年度未処分利益剰余金

負　　債　　の　　部
固 定 負 債

企 業 債
5,930,181

固 定 負 債 合 計 5,930,181
企 業 債 合 計 5,930,181

流 動 負 債
企 業 債

534,376

未 払 金 30,741
企 業 債 合 計 534,376

収益化累計額 6,334,389
繰 延 収 益 合 計 6,334,389
負 債 合 計 12,833,059

繰 延 収 益
長 期 前 受 金 8,157,851

△ 1,823,462

引 当 金
賞 与 引 当 金 2,568
法定福利費引当金 505

引 当 金 合 計 3,073
その他流動負債 300

流 動 負 債 合 計 568,490

剰 余 金
資 本 剰 余 金

他会計補助金 29,204
補 助 金 1,035,774

資　　本　　の　　部
資 本 金 1,178,860

剰 余 金 合 計 1,751,836
資 本 合 計 2,930,696
負 債 ・ 資 本 合 計 15,763,755

資 本 剰 余 金 合 計 1,064,978
利 益 剰 余 金

686,857
利 益 剰 余 金 合 計 686,857
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（単位：千円，税抜き）

１　営 業 収 益
（1）

（2）

２　営 業 費 用
（1）

（2）

（3）

（4）

（5）

営 　業　 損 　失

３　営 業 外 収 益
（1）

（2）

（3）

（4）

４　営 業 外 費 用
（1）

（2）

（3）

経 　常　 利　　益

６　令和４年度　東温市下水道事業予定損益計算書

(令和4年4月1日から令和5年3月31日まで)

そ の 他 営 業 収 益

処 理 場 費
総 係 費
普 及 促 進 費
減 価 償 却 費

受 取 利 息

資 産 減 耗 費

長期前受金戻入

支 払 利 息

505,600127

1,920
58,378

109,599

951,342

1

493,129
124,647

460,059

128,322

21

△ 445,742

574,064115,065

他会計負担金 229,049

689,130雑 収 益

下水道使用料 505,473

雑 支 出 3,638

273,267

補 助 金 1,828
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５　特 別 利 益
（1）過年度損益修正益
（2）その他特別利益

６　特 別 損 失
（1）

前年度繰越利益剰余金
当年度未処分利益剰余金 506,076

当 年 度 純 利 益

70,142

197,773
308,303

69,451691過年度損益修正損 691

70,140
2
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１
(1)

イ

ロ

ハ

ニ

ホ

ヘ

(2)

イ

２
(1)

(2)

流 動 資 産

未 収 金

資 産 合 計 16,021,112

現 金 預 金

貸 倒 引 当 金 16,413
流 動 資 産 合 計

その他無形固定資産 4,694
無形固定資産合計

△ 7,537

固 定 資 産 合 計

200,062

構 築 物

７　令和４年度　東温市下水道事業予定貸借対照表

4,694

（令和5年3月31日）

機 械 及 び 装 置

△ 54,101

△ 256

△ 0

△ 586,242

△ 984,328
13,247,685

減価償却累計額

減価償却累計額

減価償却累計額

減価償却累計額

有形固定資産合計

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産

574,097

車 両 運 搬 具

183,649

2,156,832

資　　産　　の　　部

15,821,050

15,816,356

628,198

1,407,813

土 地

12,263,357

821,570

135

366
622

135

（単位：千円，税抜き）

無 形 固 定 資 産

23,950

建 物

減価償却累計額

工具器具及び備品
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３
(1)

イ 建設改良等の財源に充てるための企業債

４
(1)

イ 建設改良等の財源に充てるための企業債

(2)
(3)

イ
ロ

(4)

５
(1)

６
７

(1)
イ
ロ

(2)
イ 当年度未処分利益剰余金

6,255,456

35,569

企 業 債

企 業 債

6,446,917

530,159

固 定 負 債

収益化累計額

法定福利費引当金
2,797

7,834,287

負 債 ・ 資 本 合 計 16,021,112
資 本 合 計 2,749,914

補 助 金
1,064,978

13,271,198

資 本 剰 余 金 合 計

負 債 合 計

資　　本　　の　　部

1,571,054

資 本 剰 余 金

負　　債　　の　　部

固 定 負 債 合 計 6,255,456
流 動 負 債

流 動 負 債 合 計 568,825
繰 延 収 益

長 期 前 受 金

剰 余 金

引 当 金 合 計

賞 与 引 当 金

剰 余 金 合 計

1,178,860

6,446,917

300

利 益 剰 余 金 合 計

459

利 益 剰 余 金
506,076

資 本 金

他会計補助金 29,204

2,338

△ 1,387,370
繰 延 収 益 合 計

企 業 債 合 計 530,159

6,255,456企 業 債 合 計

1,035,774

506,076

その他流動負債

引 当 金
未 払 金
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１.重要な会計方針
(1)固定資産の減価償却の方法

　　有形固定資産の減価償却の方法
　　・減価償却の方法　定額法
　　・主な耐用年数
　　　　建物 7～50年
　　　　構築物 5～50年
　　　　機械及び装置 6～35年
　　　　車両運搬具 2～7年
　　　　工具器具及び備品 2～20年
　　無形固定資産の減価償却の方法
　　・減価償却の方法　定額法
　　・主な耐用年数
　　　　その他無形固定資産 5～20年

(2)重要なリース取引の処理方法
　　所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。
　

(3)引当金の計上方法
イ　退職給付引当金
　　　毎事業年度支払う一定の負担金のみを公営企業が負担しており、積立金の不足等に応じて発生する追加的な費用負担
　　は全て一般会計が負担することとしているため、退職給付引当金は計上していない。

ロ　賞与引当金
　　　職員の期末手当及び勤勉手当の支給に備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額
　　を計上している。　

財務諸表等に係る注記　
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ハ　法定福利費引当金
　　　職員の期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費の支出に備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、当年度
　　の負担に属する額を計上している。　

ニ　貸倒引当金
　　　債権の不納欠損による損失に備えるため、実績率等による回収不能見込額を計上している。
　　

(4)消費税等の会計処理
　　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜き方式によっている。

２.予定貸借対照表関連
(1)企業債の償還に係る他会計の負担

　貸借対照表に計上されている企業債（１年内に償還予定のものも含む）のうち、他会計が負担すると見込まれる額。

３.セグメント情報の開示
(1)報告セグメントの概要

　東温市下水道事業では、公共下水道事業、農業集落排水事業を運営しており、各事業で運営方針等を決定していることから、
公共下水道事業、農業集落排水事業の２つを報告セグメントとしている。
　なお、各報告セグメントに属する事業の内容及び財務情報の内訳は以下のとおりである。

令和4年度予定 令和5年度予定
（令和5年3月31日） （令和6年3月31日）

4,523,744千円 4,309,705千円

事業区分
公共下水道事業
農業集落排水事業

事業の内容
公共下水道事業における処理区域で汚水を処理する業務
農業集落排水事業における処理区域で汚水を処理する業務

- 73 -－ 73 －



- 74 -

(2)報告セグメントごとの営業収益等
当年度（令和５年４月１日 至 令和６年３月３１日）

４.その他の注記
(1)引当金の目的使用による取崩し

法定福利費引当金 459千円

賞与引当金 2,338千円2,585千円

505千円

特別損失
有形固定資産及び無形
固定資産の増加額

経常損益
セグメント資産
セグメント負債
その他の項目

貸倒引当金 829千円864千円

千円
千円
千円
千円

11,781,211

157,784

千円

千円他会計負担金
431,558

1

令和4年度予定 令和5年度予定
(令和4年4月1日から令和5年3月31日まで) (令和5年4月1日から令和6年3月31日まで)

営業収益
営業費用
営業損益

合　　　計

減価償却費
特別利益

農業集落排水事業

11,647 千円 千円

1,787,073 千円
1,051,848 千円

△ 67,930 千円
△ 22,629 千円

32,292 千円
100,222 千円

千円
232,915 千円

56,385 千円
60,610 千円

487,943 千円
60,611 千円

千円
千円
千円

492,002
742,503

△ 250,501
143,491

13,976,682

公共下水道事業

千円
千円

555
232,915

524,294 千円
842,725 千円

△ 318,431 千円
120,862 千円

15,763,755 千円
12,833,059 千円

169,431

136 千円
0 千円

691
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1

1

1

2

2

1

2

3

4

20雑収益 21 延滞金

375,483

雑収益 21 21 0

長期前受金戻入 375,483 補助金等

172,655

長期前受金戻入 375,483 460,059 △ 84,576

他会計負担金 172,655 一般会計負担金

1

他会計負担金 172,655 226,928 △ 54,273

預金利息 1 預金利息

受取利息 1 1 0

営業外収益 548,162 687,011 △ 138,849

責任技術者登録手数料 112

手数料 967 工事店指定手数料 745

督促手数料 110

農業集落排水施設使用料 35,510

その他営業収益 967 127 840

556,020 19,640

一般汚水収益 575,660 公共下水道使用料 540,150

下水道事業収益 1,185,400 1,313,300 △ 127,900

営業収益 576,627 556,147 20,480

下水道使用料 575,660

８　令和５年度　東温市下水道事業会計予算明細書
収 益 的 収 入 及 び 支 出

（単位：千円,税込み）

款　　項　　目 本 年 度 前 年 度 比    較 節 金    額 説           明

 収　　　　入
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5

3

1

2 その他特別利益 60,609 70,140 △ 9,531

その他特別利益 60,609 長期前受金戻入 60,609

過年度損益修正益 2 過年度損益修正益 2

過年度損益修正益 2 2 0

特別利益 60,611 70,142 △ 9,531

費税還付金

消費税還付金 消費税及び地方消 2 消費税及び地方消費税還付金 2

土地建物貸付収入 1

消費税及び地方 2 2 0

（単位：千円,税込み）

款　　項　　目 本 年 度 前 年 度 比    較 節 金    額 説           明
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1

1

1

負担金 20 地域環境資源センター負担金 20

薬品費 17,441 塩素剤 6,357

凝集剤 11,084

使用料 5 電子マニフェスト使用料 5

動力費 71,049 処理場電気代 71,049

汚泥処理委託料 62,849

修繕費 71,690 処理場等施設修繕費 71,690

植栽管理委託料 4,918

処理施設管理委託料 90,870

手数料 17 浄化槽法定検査手数料 17

電気保安委託料 955

受変電設備定期点検委託料 48

委託料 160,133 施設機械警備委託料 334

消防設備保守点検委託料 159

光熱水費 807 処理場水道料金等 807

通信運搬費 1,600 回線使用料等 1,600

備消品費 123 消耗品費 123

処理場費 322,885 292,636 30,249

営業費用 873,742 972,711 △ 98,969

下水道事業費用 991,700 1,096,100 △ 104,400

（単位：千円,税込み）

款　　項　　目 本 年 度 前 年 度 比    較 節 金    額 説           明

 支　　　　出
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2

公務災害補償負担金 86

特別旅費 9

会計年度任用職員通勤手当 51

77 普通旅費 17

会計年度任用職員社会保険料 13

法定福利費引当金 505 職員共済組合負担金 505

繰入額

旅費

賞与引当金繰入額 2,568 期末勤勉手当 2,568

法定福利費 6,090 職員共済組合負担金 5,991

退職手当 2,642

児童手当 720

時間外勤務手当 1,193

特殊勤務手当 20

管理職手当 275

期末勤勉手当 5,135

通勤手当 324

住居手当 324

給料 19,278 職員給料　５人 19,278

手当 11,440 扶養手当 807

（単位：千円,税込み）

款　　項　　目 本 年 度 前 年 度 比    較 節 金    額 説           明

総係費 61,604 60,379 1,225
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款　　項　　目 本 年 度 前 年 度 比    較 節 金    額 説           明

96

高速道路使用料 18

メーター使用料 94

使用料 271 庁舎使用料 159

下水道事業会計審査委託料 110

手数料 42 口座振替等手数料 42

メーター検針委託料（新村水道組合） 90

地方公営企業会計運用支援委託料 1,370

下水道使用料徴収事務委託料 7,977

下水道水質検査委託料 533

下水道情報管理システムソフト保守委託料 792

下水道情報管理システムデータ作成委託料 2,330

通信運搬費 172 郵送料 172

委託料 15,512 公営企業会計システム保守等委託料 2,310

印刷製本費 291 予算書・決算書等 142

排水設備検査済証（増刷） 61

（単位：千円,税込み）

会計年度任用職員（時給） 874

報償費 964 受益者負担金前納報奨金 964

備消品費 28 消耗品費 28

報酬 970 上下水道事業経営審議会委員報酬　１５人

マンホールカード（増刷） 88
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3

4

1,721

39

償却費

無形固定資産減価 1,721 無形固定資産

有形固定資産減価 486,222 建物 17,184

金

85

償却費 構築物 336,579

機械及び装置 132,374

工具器具及び備品

減価償却費 487,943 493,129 △ 5,186

普及促進対策助成 1,110 下水道普及促進対策助成金 1,110

普及促進費 1,110 1,920 △ 810

貸倒引当金繰入額 1,300 下水道使用料等貸倒引当金 1,300

建物災害共済保険料 114

検針員傷害保険料 12

負担金 1,540 基幹系・情報系システム負担金 1,358

日本下水道協会負担金 117

県下水道協会負担金

款　　項　　目 本 年 度 前 年 度 比    較 節 金    額 説           明

（単位：千円,税込み）

賃借料 380 自動車借上料 380

各種研修会負担金 26

保険料 166 自動車損害保険料 40

補償費 10 排水設備工事資金融資斡旋損失補償金見込 10

－ 80 －



5

2

1

2

3

4

消費税 消費税及び地方消 11,190 消費税及び地方消費税 11,190

24

長期債償還金利子 100,181

一時借入金利子 1

見込 2

費税

消費税及び地方 11,190 7,200 3,990

雑支出 2 2 0

その他雑支出 2

排水設備工事資金 24 排水設備工事資金融資利子補給

融資利子補給

設備等新設改造助

成金

設改造助成金

生活扶助世帯排水 1,000 生活扶助世帯排水設備等新設改造助成 1,000

浄化槽雨水貯留施 800 浄化槽雨水貯留施設改造助成 800

（単位：千円,税込み）

款　　項　　目 本 年 度 前 年 度 比    較 節 金    額 説           明

資産減耗費 200 124,647 △ 124,447

固定資産除却費 200 車両及び運搬具等 200

営業外費用 113,198 118,629 △ 5,431

支払利息 100,182 109,599 △ 9,417

補助金 1,824 1,828 △ 4

企業債利息 100,182

- 81 -
－ 81 －
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3

1

4

1

還付加算金（見込） 10

予備費 4,000 見込 4,000

（単位：千円,税込み）

予備費 4,000 4,000 0

予備費 4,000 4,000 0

款　　項　　目 本 年 度 前 年 度 比    較 節 金    額 説           明

損 過年度損益修正損 760 過年度過誤納還付金（見込） 750

特別損失 760 760 0

過年度損益修正 760 760 0

－ 82 －





1

1

1

2

2

1

3

1

4

1

農業集落排水事業分担金 324

受益者負担金 15,908 18,649 △ 2,741

負担金 15,908 18,649 △ 2,741

資 本 的 収 入 及 び 支 出

 収　　　　入

受益者負担金 15,908 公共下水道事業受益者負担金 15,584

70,000

防災・安全交付金（5.5/10） 33,000

国庫補助金 103,000 126,400 △ 23,400

国庫補助金 103,000 社会資本整備総合交付金（1/2）

他会計補助金 218,092 一般会計補助金 218,092

補助金 103,000 126,400 △ 23,400

他会計補助金 218,092 217,451 641

他会計補助金 218,092 217,451 641

その他企業債 0 廃目

その他企業債 0 34,600 △ 34,600

公共下水道事業債（特別措置分） 34,600

建設改良債 209,100 228,800 △ 19,700

建設改良債 209,100 公共下水道事業債（一般分） 174,500

企業債 209,100 263,400 △ 54,300

資本的収入 546,100 625,900 △ 79,800

（単位：千円,税込み）

款　　項　　目 本 年 度 前 年 度 比    較 節 金    額 説           明

- 83 -
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1

1

1

 支　　　　出

普通旅費

款　　項　　目 本 年 度 説           明

住居手当

939,800 △ 90,900

10

消耗品費 800

227

20 見込 20

自動車損害保険料 1414

（単位：千円,税込み）

児童手当 420

職員共済組合負担金 3,913

燃料費 300 ガソリン代 300

備消品費

通勤手当 99

800

324

421,726

前 年 度 比    較 節 金    額

建設改良費 318,741

管路建設費 253,741 269,776 △ 16,035

資本的支出 848,900

△ 102,985

手当 9,240 扶養手当 1,134

給料 11,492 職員給料　３人 11,492

旅費

印刷製本費 200

通信運搬費

修繕費

携帯電話代等 227

期末勤勉手当 4,757

9

法定福利費 3,913

19

コピー代等 200

保険料

特別旅費

退職手当 1,575

時間外勤務手当 931

- 85 -
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2

2

1

2

款　　項　　目 本 年 度 前 年 度 比    較 節

処理場建設改良 65,000 151,950 △ 86,950

使用料

補償費

費 委託料 65,000 ストックマネジメント事業委託料

3,296

電柱等支障物件移設補償

委託料 19,930 現場監理委託料 13,300

149,400

4,296 水道管移設補償

32,700

17

説           明

（単位：千円,税込み）

金    額

建設企業債 530,159 478,592 51,567

企業債償還金 530,159 518,074 12,085

償還金 その他の企業債 0 廃目

償還金 建設企業債償還金 530,159 長期債償還金元金（一般分等） 530,159

その他の企業債 0 39,482 △ 39,482

償還金

1,000

高速道路使用料 14

舗装復旧面積算定委託料 800

供用開始図面作成委託料 320

流量計算更新委託料 510

工損調査委託料

管渠詳細設計委託料 1,000

賃借料 173 自動車借上料

65,000

工事請負費 203,100 汚水管渠工事

駐車場使用料 3

公共ます設置工事 21,000

舗装復旧工事

173

4,000

－ 86 －



（単位：千円）

1

９

前 々 年 度 末
現 在 高

当 該 年 度 中 増 減 見 込

公 営 企 業 債

前 年 度 末
現在高見込額

当該年度中
元 金 償 還
見 込 額

公 共 下 水 道 事 業 債

起債見込額

農業集落排水事業債 799,747 703,847 0 607,997

企業債の前々年度末における現在高並びに前年度末及び当該年度末における

現在高の見込に関する調書

5,856,560

6,785,616

当 該 年 度
当 該 年 度 末
現在高見込額

6,464,557

区 分

434,309209,1006,081,769

6,785,616 530,159 6,464,557

6,269,242

530,159

7,068,989

7,068,989

209,100

95,850

合 計 209,100
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